
重点事業の評価

R4

生産性
向上に
向けた
人材育
成推進
事業

企業における
改善を推進す
る人材を育成
することで、県
内の中小企業
等の生産性を
向上させる。

県内の中小企業等の生産
性を向上させるための人
材育成および企業診断等
に要する経費を、県から
（公財）滋賀県産業支援プ
ラザへ補助する。

①集合型講座の
受講者：22名
②出前型講座の
受講企業：３社

受講後のアン
ケートで「満足し
た」または「参考
になった」等、生
産性の向上につ
ながる取組と
なったと肯定的
に回答した受講
者（企業）の割
合：８割

○ A －

①集合型講座の受講者：24名
②出前型講座の受講企業：３社

受講後のアンケート結果は、
①集合型講座に「とても満足した」「満足
した」：80.0%
②出前型講座が「とても参考になった」
「参考になった」：93.0％

・集合型講座では、現場改善、IoT活用の
コツ、生産プロセス改革等をテーマとし、
生産性向上に資する改善活動を自主的
に推進する人材を育成した。
・出前型講座では、各企業のニーズに即
した内容とし、改善意識を醸成し現場の
生産性向上につなげた。

企業ものづく
り診断につい
て、深堀りの
不足や、診断
結果報告の表
現方法に改善
点がみられ
た。

大変わかり
やすい講座
で、現場改善
の視点で気
づきがあっ
たため、今後
の職場づくり
に役立てた
いという声
があった。

企業ものづ
くり診断事
業につい
て、令和５
年度の試行
結果を活か
し、令和６
年度から本
格運用す
る。

9,138

商
工
政
策
課

企業人
材のＤ
Ｘスキ
ル強化
支援事
業

県内中小製造
事業者が自ら
継続的にＤＸを
実施できる人
材の育成

県内中小製造業者に対
し、ＤＸにかかるセミ
ナー、研究会等を実施す
るとともに、実践の場の
提供、実務を通じたＤＸ
スキル訓練により、「社内
システムインテグレーター
（SI）」を育成する取組を
支援する。

社内SIとなる
DX人材育成件
数：６件

社内SIとなる
DX人材の育成
に取り組む、も
しくは、育成す
ることを検討す
る事業者数
：２０件

○ A －

社内SIとなるDX人材育成件数
：8件

社内SIとなるDX人材の育成に取り組
む、もしくは、育成することを検討する事
業者数
：24件

セミナーに参
加するような
企業は関心が
高いが、DX
に取り組む予
定のない中小
企業もまだま
だ多い。

「具体事例の
紹介により
自社でも人
材育成に取
組みたい」、
「何を実施す
べきか理解
できた」と
いった意見
を多くいた
だき、企業の
DX化に必要
な人事育成
の後押しが
できた。

これまでの
取組を継続
し、さらな
る啓発・取
組支援を進
め、モデル
ケースを創
出してい
く。

11,670

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課

段階
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（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および
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担
当
課
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カ
ム
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事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

施策１「滋賀の産業を担うひとづくりの推進」関係
別冊

厚 生 ・ 産 業 ・ 企 業 常 任 委 員 会 資 料 1 - 2
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うな成果や効果があったか)

実施後の
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の具体的な
声・意見等
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R６年度事
業との事業
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担
当
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カ
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に下線

ベトナ
ム人材
交流推
進事業

ベトナム人材と
のマッチング機
会創出により、
県内企業等の
人手不足を解
消する。

令和３年11月に締結した
三者覚書に基づき、ハノ
イ工科大学、滋賀経済産
業協会との連携を強化
し、採用・就職支援、学生
サポートを実施する。

ジョブフェアへ
の参加企業数
：12社

ジョブフェアで
の採用数（内定
含む）
：25名

○ A A

ジョブフェア参加企業数：12社

ジョブフェアでの採用数（内定含む）：35
名

・短期就業体験参加者：10名
・三者覚書に基づきベトナム現地での
ジョブフェアや日本語教育講座、日本で
の短期就業体験を開催。

・短期就業体
験における学
生の専攻分野
とのマッチン
グを強化し、
双方の理解醸
成を強化する
必要がある。
・採用後にお
ける企業での
定着状況等を
把握し、活躍
長期化を図る
必要がある。

採用後の人
材定着に向
け、生活支援
や日本語講
座などの事
業を希望す
る声があっ
た。

【変更なし】 24,054

労
働
雇
用
政
策
課

プロ
フェッ
ショナ
ル人材
戦略拠
点運営
事業

中小企業の事
業革新に必要
となるプロ
フェッショナル
人材の採用を
支援する拠点
を運営すると
ともに、県外で
のマッチング会
の開催等を通
じて、大都市圏
や大手企業等
から県内中小
企業への人材
還流を促進す
る。

中小企業者に対して、企業の
成長に必要な人材の活用を
働きかけるとともに、専門人
材の採用および定着を支援
する。
・マネージャー等による企業
訪問（採用支援・定着支援）
・プロフェッショナル人材戦
略協議会の開催
・プロ人材活用セミナーの開
催
・課題解決型インターンシッ
プの実施
・大手企業・県内中小企業交
流会の開催
・人材定着セミナーの開催
・出張ミニ相談会の実施
・副業兼業プロ人材移動費補
助金により幅広い県内企業
のプロ人材採用を支援。

地域企業の経営
課題等に関する
相談件数
：1,100件

①地域企業に対
する副業・兼業
を含めた人材
マッチング件数
：240件
②直近の勤務地
が県外のプロ人
材のマッチング
件数
：110件※①の
内数

○ A A

地域企業の経営課題等に関する相談件
数：988件

①地域企業に対する副業・兼業を含めた
人材マッチング件数：304件
②直近勤務地が県外のプロ人材マッチ
ング件数：90 件

・企業からは、プロ人材活用により新規
顧客獲得による売上増や人事制度改革
の実行等の成果が上がったとの声が
あった。

同一企業によ
る活用が多
く、新規支援
企業の拡大が
課題となって
いる。

セミナーに参
加した企業
からは、今後
「人的資本経
営」は避けて
は通れない
状況になり、
早めに対応
しなければ、
人材が取れ
なくなり、将
来像を描き
にくくなるた
め、早急に相
談し、人材活
用に取り組
みたいとの
声があった。

北部サテラ
イトを設置
し、企業訪
問を強化
し、新規支
援企業の拡
大を図る。

62,717

労
働
雇
用
政
策
課
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しが
ジョブ
パーク
事業

学生・若者・就
職氷河期世代
の求職者を対
象に相談から
就職・定着まで
をワンストップ
で支援する。
また、県内企業
等を対象に、こ
れまでの若手
人材の確保支
援に加えて、多
様な人材の活
用につなげる
総合的な人材
確保や雇用
シェアの取組を
支援する。

・「キャリアカウンセリング
コーナー」の運営
・就職氷河期世代支援事
業
・「人材確保支援コー
ナー」の運営
・変化の時代に対応する
組織づくり支援事業
・若者未来塾の開催
・合同企業面接会・業界研
究会の開催
・就職面接会の開催
・コロナ離職者等の就業
を支援する合同企業説明
会
・地域就労サポートステー
ションの支援

しがジョブパー
クの利用者数
：15,000名

しがジョブパー
ク利用者の就職
者数等
：2,400名

○ B B

しがジョブパークの利用者数：14,608
名

しがジョブパーク利用者の就職者数
：2,107名

・利用者数は概ね目標どおり、就職者数
は目標もやや下回ったが前年同規模で
あった。
・求職者へのきめ細かな相談などにより
着実に就職へ繋ぐことができた。また、
セミナーや合同企業説明会などを通じ
て、学生・若者・就職氷河期世代の求職
者への就職支援と県内企業の魅力発信
を行うことができた。

認知拡大し、
利用者総数を
確保する必要
がある。

自分の知ら
なかった強
みに気付くこ
とができた。
自信を持っ
て就職に向
けて頑張り
たいと思う。
といった声
があった。

業界研究会
について
は、需要を
踏まえ廃
止。

80,211

労
働
雇
用
政
策
課

中小企
業働き
方改革
推進事
業

県内中小企業
における働き
方改革の推進

中小企業等における計画
的な働き方改革を促進す
るため、社会保険労務士
会が働き方改革に取り組
もうとする企業のサポー
ト診断や提案を行う取組
に要する経費を補助す
る。

支援件数
：40件

滋賀県ワーク・
ライフ・バランス
推進企業の新規
登録企業数（従
業員数100人以
下の企業）
：50社/年（R5
年度）

○ C D

・支援件数：２３件

・滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企
業の新規登録企業数（従業員100人以
下の企業）：33社

県内中小企業等に働き方改革推進に関
する助言・提案を行ったことにより、計
画的な働き方改革の促進が図れた。

県内中小企業
に対する周知
および掘り起
こし

支援を受け
た事業者か
らは、「ネット
や資料で見
ただけでは
理解できな
かったことが
よく分かっ
た」「新たな
取り組みへ
の意欲がわ
いてきた」
「社労士を雇
えない企業
にとってとて
もありがた
い」等のお声
をいただい
た。

チラシ配布の
増加やホーム
ページへの掲
載方法を改
善するなど、
更なる周知
を図る。
また、介護福
祉や建設・運
輸分野など
を対象とした
説明会を開
催するなど、
働き方改革
への取り組み
が進んでい
ない企業等
の掘り起こし
を図る。

1,146

労
働
雇
用
政
策
課
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UIJ
ターン
による
多様な
人材の
多様な
働き方
推進事
業

首都圏等都市
部の移住希望
者の本県への
移住・ＵＩＪター
ン就職を推進
する。

東京に開設している移住
に関するワンストップ窓
口「しがＩＪＵ(いじゅう)相
談センター」において、
「仕事」「住まい」などの相
談や情報発信を行うとと
もに、首都圏等からのＵＩ
Ｊターン就職希望者に県
内での就業を体験できる
機会を提供し、本県への
移住・就業を促進する。

就業体験ツアー
参加者：20名
セミナー参加者
：30名

「しがIJU相談セ
ンター」の支援
等を通じて首都
圏等から本県へ
移住就業した人
数
：18名

○ D B

就業体験ツアー参加者：16名
セミナー参加者：11名

「しがIJU相談センター」の支援等を通じ
て首都圏等から本県へ移住就業した人
数：4名

・就業体験やしがIJU相談センターでの
相談対応を通じ、移住就業検討者に滋賀
の魅力を伝え、滋賀県での就業イメージ
を展開

地方移住を検
討する方に対
し、滋賀県で
「住む」「働く」
ことを選択し
ていただくた
めの情報発信
の強化。

就業体験参
加者から、
「地方でも魅
力的な企業
があるとわ
かった。」、
「移住された
方の意見を
聞くことがで
きて良かっ
た」といった
声があった。

R6年度よ
り、しが
IJU相談セ
ンターの利
用者に対し
ハローワー
クのオンラ
イン職業相
談を活用し
た利用者・
ハローワー
ク・相談員
による３者
面談を開始
し、より就
業へとつな
げる。

10,492

労
働
雇
用
政
策
課

外国人
材受入
サポー
ト事業

外国人材受入
支援により、県
内企業等の人
手不足を解消

県内事業者向けの相談窓
口として開設した「滋賀
県外国人材受入サポート
センター」を引き続き運
営し、県内企業の円滑か
つ適正な外国人材の受入
支援や外国人労働者等の
就労支援等を行う。

相談件数
：延べ550件

留学生向けマッ
チングイベント
での外国人材採
用人数（内定を
含む。）
：25名

○ D A

相談件数：581件
（内訳：事業者338件・外国人材243
件）

留学生向けマッチングイベントでの外国
人材採用人数（内定を含む。）：7名
（参加企業25社、参加者数48名）

※支援した県内事業者の採用者数およ
び支援した外国人材の就職者数：255
名

マッチングイ
ベントについ
ては、企業の
希望人材と外
国人材の希望
職種の不一致
が生じてい
た。幅広い人
材の集客に向
けた周知広報
が課題。

人材不足が
深刻化する
中、センター
における相
談やマッチン
グイベントへ
の参加等を
通じて、外国
人材獲得に
積極的に
なったとの
声があった。

R6年度より
対面相談窓
口をしがジョ
ブパーク内に
設置し、ハ
ローワーク等
の関係機関
との連携強
化を図る。ま
た、マッチン
グイベントの
開催会場を
留学生が多
い大阪にする
とともに、各
学校への個
別アプローチ
を強化し、参
加者数の増
加を図る。

40,515

労
働
雇
用
政
策
課
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は定性目標）

アウトカム目標
に下線

滋賀マ
ザーズ
ジョブ
ステー
ション
事業

出産や子育て
による離職後、
再就職を希望
する女性等を
対象とした就
労支援

出産や子育てによる離職
後、再就職を希望する女
性等を対象とした就労支
援を実施する。

滋賀マザーズ
ジョブステー
ションの相談件
数
：5,900件

滋賀マザーズ
ジョブステー
ションの就職件
数
：980件

○ B B

滋賀マザーズジョブステーション
相談件数：5,285件

就職件数：899件

・「保活直前！お仕事探し応援ウィーク」
の合同企業面接会等により、50名の採
用につながった。

相談件数、就
職件数ともに
減少傾向にあ
る。コロナを
契機にイン
ターネットで
手軽に求人を
探せるサイト
などが多数登
場したことが
原因と考えら
れる。

収入の壁の
試算、地域の
保育情報、家
庭と仕事の
両立の悩み
など、相談者
の個々の事
情に寄り添っ
た情報が得
られる。

新規就労の
みならず、
子どもの成
長に伴う働
き方の見直
しや転職な
ど、多様化
する相談に
対応すると
ともに、セ
ミナーの工
夫も行い、
相談利用者
層の拡大を
目指す。

54,016

女
性
活
躍
推
進
課

(

子
ど
も
家
庭
支
援
課

)

滋賀県
立高専
設置事
業

ポストコロナや
気候変動、さら
には人口減少
の時代の中で、
地域課題や産
業構造の変化
に対応できる
技術人材を育
成する。

滋賀初の高等専門学校の
設置に向けた準備を行
う。令和10年春の高専設
置に向けたソフトとハー
ド両面の検討として、学
校組織やカリキュラムづ
くり、連携体制の構築、必
要設備の検討などと並行
して、施設整備関連の発
注業務を行う。

施設整備業務の
発注

－ B B
予定通り令和５年11月に施設整備の入
札公告を実施した。

入札が中止と
なったことを
受け、再入札
に向けて迅速
な対応が必要
である。

滋賀県初の
高専開校に
期待する。

【変更なし】 748,166

高
等
教
育
振
興
課
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R4

段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

しがア
ントレ
プレ
ナー
シップ
ハイス
クール
(SESH
)事業

生徒が自身の
進路を現実的
に考え、知識を
深め、社会、職
業へ移行しよ
うとする意欲
を高め、実行す
るための能力
を育むため。

・起業家精神（アントレプ
レナーシップ）教育の推進
・起業家精神教育を実施
するための土台作りの取
組
・起業家精神教育との相
乗効果をはかる取組

アントレプレ
ナーシップに関
する学習に取り
組むことで進路
選択の幅が広
がったと肯定的
に回答した研究
指定校の生徒の
割合
：60％

○ A －

「あなたは、アントレプレナーシップに関
する学習に取り組むことで、興味のある
業種や職種が増えるなど進路選択の幅
が広がりましたか。」というアンケート項
目で肯定的に回答した生徒の割合：
76.7%

・起業家精神教育を推進し、生徒のビジ
ネスプラン作成等を促すことで、生徒の
未来を切り拓く力が育成された。

アントレプレ
ナーシップ教
育に関する成
果を研究指定
校内で共有
し、実践を洗
練する必要が
ある。

指導助言者
となっていた
だけるような
企業関係者
を探すのは
簡単ではな
いという意
見がある。

修正なし 2,798

高
校
教
育
課

しがク
リエイ
ター12
プロ
ジェクト
～産業
教育高
校がわ
がまち
を魅力
化～

滋賀の教育の
充実と地域の
活性化が良い
循環を生み出
すことを目指
す。

高校で学ぶ専門的な知
識・技術を社会で活かす
ため、自治体・産業界等
を巻き込んだコンソーシ
アムの構築を目指し、
コーディネート機能を充
実させる。

研究指定校県内
就職率
：90％以上維持

○ A －

研究指定校の県内就職率：90.8％

・「滋賀県やわがまちの魅力」についての
事後アンケートでは「魅力がある」「魅力
にあふれている」と回答した生徒は
75.5％で、事前アンケートより5.6ポイ
ント上昇した。

地域をよく知
る方からアド
バイスをいた
だき、コン
ソーシアムの
コーディネー
ト機能の充実
を図る必要が
ある。

外部団体と
連携をする
上で、継続性
が必要であ
るという意
見がある。

修正なし 5,079

高
校
教
育
課
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海外展
開チャ
レンジ
支援事
業

県内企業の海
外展開を通し
た県内企業の
経営の強靭化
への取組を後
押しする。

県内企業の海外展開
に関する新たなチャレ
ンジに対して、必要な
経費を補助する。ま
た、ジェトロ滋賀貿易
情報センターと連携の
上、採択企業への支援
を実施し、効果の最大
化を図る。

支援件数
：15件

本補助事業の
実施により、新
たな海外展
開・輸出につ
ながった件数
：10件

○ B A

27件の応募があり、11社に補助金を交
付。

新たな海外展開・輸出等につながった件
数：８件。

・展示会・商談会等の販路開拓や、現地
法人設立等の拠点進出を後押しするこ
とによって、事業者の新たな海外展開・
輸出につなげることができた。

補助金の支援
のみではな
く、ジェトロ等
の支援機関と
連携して事業
者をサポート
する必要があ
る。

国内よりコス
トのかかる海
外展開の取
組に対して、
資金的な支
援をいただ
けるのは、大
きな後押しに
なっている。

令和６年度
からは、県
内中小企業
が海外展開
を見据えた
新商品開
発・ブラン
ディングに
取り組み、
海外への販
路開拓を目
指す事業に
要する経費
を補助す
る。

12,061

商
工
政
策
課

小規模
事業者
DX推
進伴走
支援事
業

小規模事業者
等のDX支援
ニーズの高ま
りを踏まえ、
身近な支援機
関である商工
会・商工会議
所の経営指導
員等の伴走支
援力を強化す
ることによ
り、事業者の
DXを推進す
る。

商工会・商工会議所の
DX活用支援リーダー
（R1～R4で92名を養
成）が小規模事業者の
相談対応において、
DXに関する専門家の
指導・助言を受けるた
めに必要とする経費を
補助する。

商工会・商工
会議所の支援
リーダーによ
るDX支援件
数
：年間600件

支援事業者の
うち、DXの推
進につながっ
た企業の割合
：80%

○ A －

商工会・商工会議所の支援リーダーによ
るDX支援件数：年間582件

支援事業者のうち、DXの推進につな
がった企業の割合：87%

DX活用事例
について積極
的に横展開を
図り、より多
くの県内事業
者にDXの必
要性を認識し
てもらう必要
がある。

支援した事
業者からは、
日々の業務
を見直す契
機となった、
引き続き支
援をお願い
したいといっ
た声が寄せ
られ、満足度
も高い結果
となった
（93.4％）

商工会・商
工会議所職
員による事
業者のDX
に関する支
援をこれま
で以上に積
極的におこ
なう。

5,110

中
小
企
業
支
援
課

段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

施策２「中小企業の新たな挑戦および社会的課題解決の取組の促進」関係
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段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

中小企
業団体
DX・
GX推
進事業

県内の組合お
よび事業者の
DXやGXの
推進を進め
る、中小企業
団体および県
内中小企業者
等の経営基盤
を強化し、経
営力の向上を
図る。

中小企業団体が実施
する、ＤＸおよびＧＸの
推進を支援する取組に
要する経費について、
定額を補助する。（滋
賀県中小企業団体中
央会に対する補助事業
として実施）

支援組合数
：12件（DX6
件　GX6件）

支援組合のう
ち、DXGXの
推進につな
がった組合の
割合
：80%

○ A －

支援組合数：12件（DX6件　GX6件）

支援組合のうち、DXGXの推進につな
がった組合の割合：100%

今年度支援
し、効果が上
がった組合を
モデルケース
として、県内
組合に積極的
に横展開を
図っていく

デジタル化に
より正確さ
が向上・ス
ピード化さ
れ、人件費削
減にもつな
がっている

【変更なし】 6,300

中
小
企
業
支
援
課

中小企
業等へ
の支援
による
地域経
済活性
化事業

商工団体等の
地域経済活性
化のための取
組に対する支
援

県内中小企業・小規模
事業者の実情を熟知
する商工団体等が、コ
ロナ禍における原油物
価価格高騰の影響を
受けた地域の事業者
を応援するために行う
様々な取組に要する経
費を助成する。

交付決定団体
数
：全９団体

事業者を支援
する事業を実
施できたと回
答した団体の
数
：全９団体

○ A A

交付決定団体数：全９団体

全９団体から事業者を支援する事業を
実施できたと回答があった。

<事業実績例>
・草津商工会議所
販売促進および売上回復を目的に、小規
模事業者等の販売機会創出事業として、
マルシェを実施し、売上の増加や、その
後の売上回復に向けた販路拡大を図る
ことができた。

地域経済は物
価高騰の影響
を受けてお
り、継続した
支援が必要。

取組内容の
自由度が高
く、各地域の
実情に合わ
せた取組を
実施できる
ことが評価
された。

国からの臨
時交付金に
より実施し
ている事業
であるた
め、事業終
了も想定し
ながら、今
後の対応を
検討する必
要がある。

104,954

中
小
企
業
支
援
課
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段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

近未来
技術等
社会実
装推進
事業

滋賀県内を
フィールド
に、IoT、AI、
自動運転、ド
ローン、５G、
CO₂削減等
近未来技術の
社会実装に向
け、企業等か
らの申請に基
づく実証実験
等の経費に対
して助成し、
事業化に向け
た取組の促進
を図る。

企業等が行う近未来
技術の社会実装や事
業化に向けた取組に対
して補助する。

実証実験件数
：６件

社会実装に
至った件数（累
計）
：4件

○ B A

実証実験数：５件

社会実装に至った件数（累計）
：３件

事業化に至る
割合が低い

単年度で行
うのは
困難な事業
もあり、複数
年度にまた
がる補助金
があればあ
りがたい。

スタート
アップ枠を
新設し、イノ
ベーション
を促進して
いる。

38,384

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課

滋賀発
成長産
業発
掘・育
成事業

本県の経済成
長を牽引する
新たな成長産
業の発掘・育
成

県内理工系大学や第
二創業を目指すモノづ
くり中小企業等からの
ビジネスシーズの発
掘。メンタリング等に
よる事業化プランのブ
ラッシュアップを行う。
事業化プランの発表の
場および大手企業等
支援者に対する訴求機
会としての事業化プラ
ンコンテストを開催し、
優秀なプランに対する
ハンズオン支援の機会
を提供する。

事業化プラン
コンテストへの
選考件数
：９件

新規法人化件
数
：２件

○ A A

事業化プランコンテストへの選考件数：９
件

新規法人化件数：２件

・事業化プランコンテストへ選考され発
表したチームが当取り組みを契機に国の
補助金に採択され12.47億円調達し
た。

パートナー企
業に大手企業
がある中で、
活用をもっと
できないか。
パートナー企
業を増やすた
めの取組が課
題になってい
る

コンテストに
出場し企業
との連携が
生まれ、研究
の社会実装
に向けて加
速することが
できた。

引き続きビ
ジネスシー
ズの発掘、
メンタリン
グを行い起
業・創業に
向けたハン
ズオン支援
を提供する
とともに、
起業後の
チームへは
それぞれに
寄り添った
個別具体の
支援を強化
する。

10,000

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課
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段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

滋賀県
起業支
援事業

起業時におけ
る資金面の支
援および伴走
支援による効
果的な取組の
実現

地域の社会的課題の
解決に繋がる事業を起
業する方を対象に、起
業のための伴走支援と
事業費への助成を通し
て、効果的な起業を促
進し、地域課題の解決
を通して地方創生の実
現を目指す。

採択者件数
：15件

本事業を通じ
た起業者数
：15件

○ A A
滋賀県起業支援金の採択者件数：20件

本事業を通じた起業者数：19件

・令和４年度
に比べて、申
請件数が減少
・伴走支援力
の強化

・上限
2,000千円
という補助
額が魅力
・伴走支援者
の存在は重
要

変更なし 32,277

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課

イノ
ベー
ション
エコシ
ステム
創出支
援事業

多様な主体の
共創による社
会的課題の解
決につながる
イノベーショ
ンの創出、新
技術・新製品
開発、新ビジ
ネスの展開

大手企業・大学等の
ニーズ・シーズとそれ
に合致する中小企業等
の技術等を募集し、
オープンイノベーショ
ンビジネスマッチング
を実施する。

ビジネスマッ
チングイベント
開催：3回

参加者の共同
研究や製品開
発など事業連
携を検討した
件数：10件

○ A A

ビジネスマッチングイベント開催：３回

参加者の共同研究や製品開発など事業
連携を検討した件数
：14件

・ニーズ・シーズ提案企業を国内企業だ
けでなく、海外企業も対象にし、実施し
た。また、スタートアップ企業からも提案
いただくなど、内容を充実させた。過年
度からの実績で成約に至っているケー
スもある。

・複数の企業
が一堂に会
し、複数の
テーマでマッ
チングするた
め、ニーズ
シーズのミス
マッチが発生
しやすい。
・マッチング
から商談成立
まで時間を要
する。

・自社の技術
や研究内容
を発表でき
る機会はあ
りがたい。
・基調講演が
ためになる。
といった、声
があった。

【事業廃止】
R6から新
規事業への
振替えのた
めR5で廃
止

9,757

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課
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段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

オープ
ンイノ
ベー
ション
推進事
業

オープンイノ
ベーション手
法による新事
業創出を促進
および県内中
小企業の競争
力強化

・様々な産業分野や技
術シーズを有する企業
等、県外企業や大手企
業が集まる”フォーラ
ム”の形成
・異業種交流会や座談
会、研究会等の開催
・フォーラム内の企業
マッチングを促進する
コーディネータの設置
・技術展示会での開発
成果の発信強化等に
よる販路獲得の支援

事業化のため
の競争的研究
資金に申請し
た件数
：８件

過去５年間に、
外部資金を活
用した開発等
を実施した企
業のうち、事
業化した割合
：50％

○ A A

事業化のための競争的研究資金に申請
した件数：10件

過去５年間に、外部資金を活用した開発
等を実施した企業のうち、事業化した割
合：60.0%

企業の自主的
な取り組みに
任せている
と、マッチン
グから研究開
発・研究開発
から事業化へ
の移行がなか
なか進まな
い。

「プラザに紹
介いただい
た大学と連
携して研究
開発を進め
られた」、「競
争的資金を
獲得でき、研
究を加速で
きる」等の意
見をいただ
き、産学官連
携による中
小企業の競
争力強化に
貢献できた。

マッチング
から研究開
発・研究開
発から事業
化へスムー
ズに移行す
るように、
専門家が後
押しする。
（研究課題
ブラッシュ
アップ支
援、研究成
果のフォ
ローアップ
支援）

23,206

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課

プロ
ジェクト
チャレ
ンジ支
援事業

県内中小企業
者等の新製品
や新技術開発
の活発化

企業の技術開発からそ
の事業化までの計画
（チャレンジ計画）の認
定、技術開発に係る補
助事業の実施および
フォローアップを実施
し、新分野への創出、
新産業の創造等の産
業振興を図る。

中小企業の新
製品等開発計
画の認定等件
数
：９件

過去５か年の
計画認定事業
の製品化割合
：47%

○ B B

中小企業の新製品等開発計画の認定等
件数：8件

過去５か年の計画認定事業の製品化割
合：37.9%

事業化に至る
割合が低い。

人件費が補
助対象に
なっている
ため、研究が
素早く進めら
れた。

CO2ネット
ゼロ枠の採
択に足切り
を設け、
CO２ネット
ゼロの実現
に貢献しな
い事業を採
択しないよ
うにした。

39,468

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課
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段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

女性の
起業
トータ
ルサ
ポート
事業

女性創業者の
増加

女性の起業に関するセ
ミナーの開催、相談の
実施、指導助言を受け
ながら業務を進めるこ
とのできるコワーキン
グスペースの提供、
ショップ体験の場の提
供、オンラインマルシェ
での創業に向けた支
援、創業に向けた情報
を集約したサイトの運
営など。

支援の利用者
数
：のべ550名

R5年度創業
および事業継
続者数
：44名

○ A A

《オンラインマルシェ》　　合計981名
  体験フェス　298名
　出店塾（入門編）5回  295名
　出店塾（実践編）5回  150名
　チャレンジオンラインマルシェ 2回　185名
　フォローアップ　53名
《女性のチャレンジ・起業支援セミナー》
　16回307名
  　ビギナーコース（４回×２クール）
  　アドバンスコース（４回×２クール）
《女性の起業家交流会》10月21日開催　80名
《女性のチャレンジショップ体験》17回開催65
名
《女性のためのコワーキング・チャレンジオフィ
ス》　開所全50回
《オンライン相談》オンライン相談　24回64名
《女性のためのビズ・チャレンジ相談》
　毎月2回開催　66名

R５年度創業および事業継続者数
：75名

・オンラインマル
シェ事業、ポー
タルサイトにつ
いては、様々な
媒体を活用する
など周知に工夫
が必要。
・様々な社会的
課題に関する分
野での起業の
増加にともな
い、支援ニーズ
は多岐にわたる
ことから、他の
支援機関とより
一層の連携を
図り、適切な支
援を行う必要が
ある。

起業について
の学びの場を
提供するにあ
たり、参加者の
抱える課題を
解決するため
の内容で構成
した結果、セミ
ナーおよび交
流会の参加者
の満足度は全
ての回におい
て「非常に良
かった・良かっ
た」との評価が
100%となっ
た。

事業継続に
課題を抱えて
いる方など
が、新しいス
キル(デジタ
ルスキル中
心)を習得す
ることで、業
態変更など
取り入れなが
ら新たな事業
展開に繋げ
ることを支援
するリスキリ
ングコースを
令和６年度か
ら実施し、女
性の起業を
多角的に支
援する。

9,068

女
性
活
躍
推
進
課

（
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

）

事業所
省エネ・
再エネ
等推進
加速化
事業

・専門家によ
る省エネ診断
の実施
・省エネ設備
の整備に対す
る支援
・再生可能エ
ネルギー等の
設備の導入に
対する支援
・省エネ取組
の計画立案か
ら取組のフォ
ローまでを支
援

・専門家による省エネ
診断の実施
・省エネ設備の整備に
対する支援
・再生可能エネルギー
等の設備の導入に対
する支援
・省エネ取組の計画立
案から取組のフォロー
までを支援

省エネ診断件
数
：130件
省エネ・再エネ
等導入設備導
入支援件数
：80件
伴走支援件数
：60件

事業によるＣ
Ｏ₂排出削減量
：△477ｔ-ＣＯ
₂

○ B A

省エネ診断件数：114件
省エネ・再エネ等導入設備導入支援件
数：70件
伴走支援件数：　8件

事業によるＣＯ₂排出削減量
：△383.22ｔ-ＣＯ₂

設備導入支援
について、再
エネ設備の導
入を促進して
いく必要があ
る。
伴走支援の取
り組みを促進
していく必要
がある。

（省エネ診断
を受けて）具
体策を決定
するうえで大
変重要とな
る改善提案
であった。こ
の改善提案
を基に省エネ
を進めるた
めの対策を
実施してい
く。

太陽光導入
上限額を変
更。
PPA等普
及促進事業
補助金制度
と省エネ・
再エネ等推
進加速化事
業を統合し
た。

72,694

C
O
2
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
推
進
課
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中小企
業
ステッ
プアッ
プ支援
事業

本県経済を牽
引する次の上
場企業を輩出
することによ
り、雇用拡大・
地域経済の好
循環を創出

株式上場に係る機運の醸
成を目的として、上場を
目指す企業の経営者を対
象としたセミナー等を開
催する。

セミナー参加者
数
：10者

－ A －

セミナー参加者数
：71者（うち事業者は12社）

・セミナー後のアンケートでは、「非常に満
足」「満足」と答えた割合が8割以上となっ
た。その後の研修会もコンスタントに10
社以上に参加いただけたことで、上場に
対して関心を持ってもらう機会になった。

実際に上場準
備に入った
り、上場を覚
悟したりした
企業を正確に
把握するこ
と。

特定地域に
特化した事情
の解説と一
般論を合わ
せて受講でき
てよい。
→地域密着
の支援を行う
意義は一定
ある。

対象を、上
場を意識し
ている県内
企業に絞っ
た「社長塾」
も行い、ま
た上場を考
えている企
業に補助金
という形で
個社支援を
行うこと
で、より企
業のニーズ
に合った上
場支援を
行ってい
く。

714

商
工
政
策
課

事業継
続計画
策定支
援事業

県内中小企
業・小規模事
業者のBCP
策定を促進す
る。

中小企業者、商工団体職
員および市町職員等を対
象に、BCP策定の重要
性、策定や運用のポイント
を学ぶ研修会を開催す
る。

研修参加者数
：40者

研修を受けて
BCPを策定した
企業の増加数
：５社

○ A A

研修参加者数：５９社、その他市町等支援
機関８者

研修を受けてBCPを策定した企業の増
加数：５社

・BCP策定に対する意識および優先順位
が低い事業者に対し、研修受講を働きか
けるなど、きっかけ作りが課題である。一
方、BCP策定に着手した事業者にあって
は、BCP策定後の社内への共有等、計画
の実効性を高める方策について模索する
者が多く、本研修により、危機発生後を見
据える意識の醸成がなされているものと
考える。

各事業者の
BCP策定に
対する意識お
よび優先順位
が低いことが
課題である。

意識を変えて
いかなければ
BCP策定や
備えが出来な
いので、今回
のようなセミ
ナーは大切だ
との意見が
複数あった。

大きな変更
点はない
が、必要に
応じて開催
方法・内容
を検討して
いく。

43

中
小
企
業
支
援
課

段階
評価
（ＡＢ
ＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよう
な成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

施策３「中小企業の経営基盤の強化による持続的な発展への支援」関係
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段階
評価
（ＡＢ
ＣＤ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよう
な成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

中小企
業振興
資金貸
付金
（経営支
援資
金、セー
フティ
ネット資
金等）

貸付を通じ
て、中小企業
者の金融の円
滑化、経営の
安定、経営体
質の改善を支
援する。

県内金融機関への預託に
より融資を実施する。
　・経営支援資金
　・セーフティネット資金
　・（旧資金）新型コロナウ
イルス感染症対応資金
　・政策推進資金
　・短期事業資金
　・緊急経済対策資金
　・市町小規模企業者小口
簡易資金　等

貸付件数
：1,000件

－ A A

R５新規貸付累計：2,485件

・R５年度事業年度目標値の248.5%の
達成率となり、十分に達成できたものと
判断できる。

原油価格等物
価高騰の影響
が長引く中、
本格化するゼ
ロゼロ融資の
返済の最後の
ピークに柔軟
に対応できる
かが課題。

・令和５年度
から民間ゼロ
ゼロ融資等の
返済が本格
化しているこ
とに加え、物
価高騰等の
影響も長期
化しているた
め、より柔軟
に事業者の
資金繰りを支
援する必要が
ある。

・令和６年
度から「経
営支援資金
（経営者保
証非提供促
進枠）」を創
設し、県に
おいても、
経営者保証
非徴求の取
り組みを促
進してい
る。

24,352,500

中
小
企
業
支
援
課

事業承
継促進
事業

事業者の事業
承継ニーズ掘
り起こしを強
化するととも
に、承継準備
等に活用でき
る補助金によ
り、事業承継
を促進する。

①　補助金事業。承継に向
けて必要となる設備投資
に掛かる費用、専門家の
活用にかかる費用や廃業
を考える事業者が売り案
件として事業承継・引継ぎ
支援センターに一定期間
の登録を行うことを要件
として、設備の廃棄等に
掛かる費用へ補助を行
う。
②　事業承継ネットワーク
構成機関から事業承継･
引継ぎ支援センターへ紹
介された案件のうち、有
効な小規模事業者の案件
の紹介を行った支援機関
に対し報酬を付与する。

①採択事業者数
：10件
②センターへの
紹介件数
：20件

①事業承継の課
題解決に繋がっ
た事業者
：10者
②事業承継に進
展があった事業
者数
：20者

○ A －

①採択事業者数：10件
②センターへの紹介件数：50件

①事業承継の課題解決に繋がった事業
者：10者
②事業承継に進展があった事業者数
：50者

（事業承継円滑化補助金事例）
・花卉・園芸品の小売業を営む事業者が
円滑な事業承継に向けてレジ、パソコン
等の備品の導入を行い、販売管理能力の
向上につながった。
・排水工事等の建設業を営む事業者がデ
ジタル住宅地図等を導入し、円滑な事業
承継に向けてIT化を進めた。

現経営者が事
業承継に向け
て事業のブ
ラッシュアップ
等を行う際に
は、資金面が
課題となって
おり、引き続
きの支援が必
要。

事業承継に
向け、設備の
更新等に係
る資金面が
課題となって
いるため、活
用できる補助
金があり有り
難いという声
がある。

変更なし 5,738

中
小
企
業
支
援
課
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課
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カ
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は定性目標）

アウトカム目標
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中小企
業振興
資金保
証料軽
減補助
事業

中小企業振興
資金貸付金の
一部資金にお
いて、中小企
業者の保証料
負担の軽減を
図る。

以下の中小企業振興資金貸
付金に係る保証料について、
補助金を交付することによ
り、事業者が負担する保証料
を軽減する。
  ・経営支援資金（小規模企業
者特別枠）
　・政策推進資金（事業承継
枠、経営力強化枠、CO₂ネッ
トゼロ推進枠、DXデジタル推
進枠、がんばる企業応援枠）
　・緊急経済対策資金
　・開業資金（創業サポート
枠、女性創業枠）
　・市町小規模企業者小口簡
易資金
　・セーフティネット資金（新規
枠、借換枠）
　・短期事業資金（原油価格・
物価高騰対応枠）

保証料補助件数
：800件

－ C B R５保証料補助件数：411件

長引く原油価
格等物価高騰
の影響を受け
る事業者の負
担軽減につい
て、柔軟に対
応できるかが
課題。

令和５年度に
創設した融資
メニューにつ
いても保証料
補助実績が
確認され、事
業者の需要
に一定対応
できたと判断
できる。

新型コロナ
ウイルス感
染症が５類
感染症に移
行し、平時
に戻りつつ
あるため、
令和６年度
から「セーフ
ティネット
資金（新規
枠・借換
枠）」にかか
る保証料軽
減補助を実
施しない。

18,202

中
小
企
業
支
援
課

サイ
バー犯
罪対策
経費（事
業者向
けサイ
バーセ
キュリ
ティセ
ミナー）

県内事業者の
サイバーセ
キュリティ意
識の向上

県内事業者を対象に、パ
ソコン実機を使用した体
験型サイバーセキュリティ
セミナーを実施し、サイ
バー空間の脅威の情勢を
体感することにより危機
意識の向上を図るととも
に、サイバーセキュリティ
の重要性と必要な対策を
周知し、中小企業のセキュ
リティ対策の強化を支援
する。

体験型サイバー
セキュリティセミ
ナー実施回数
：20回

サイバーセキュリ
ティ意識が向上
したと回答した
参加者
：参加者の９割

○ A －

体験型サイバーセキュリティセミナー
：21回（442名受講）実施。
セミナー受講でサイバーセキュリティ意識
が向上したと回答した参加者
：94.5％

・ランサムウエアや標的型メール攻撃な
ど、企業を対象としたサイバー攻撃の模
擬体験や解決手法等をパソコン上で分か
りやすく体験してもらう内容でセミナーを
実施した結果、県内事業者のサイバーセ
キュリティ意識の向上に寄与した。

・最新の知見を
知りたいという
意見や、サイ
バー攻撃は警察
に通報するとい
うことを知らな
いという参加者
が多かったた
め、サイバー攻
撃の多様化等に
セミナー内容を
適宜、対応させ
ていくほか、被
害を受けた際の
通報・相談先の
周知等に努めて
いく必要があ
る。

・体験型のた
め、内容が非
常に分かりや
すく勉強に
なった。
・何となく言
葉だけを知っ
ているような
ことを、実際
に体験して学
習することで
知識として身
についた。

変更なし
※セミナー
内容は時勢
等に応じて
マイナー
チェンジは
行うが、根
本的な変更
等は予定し
ていない。

599

警
察
本
部
サ
イ
バ
ー
犯
罪
対
策
課
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産業立
地促進
応援
パッ
ケージ

県内への新規
立地・再投資の
促進

立地企業への継続的なサ
ポートや、操業後の課題
に向けた取組に対する支
援により、県内への新規
立地や再投資等を促進す
る。

企業訪問等対応
件数
：200件

－ A A

企業訪問等対応件数：283件

・積極的な企業訪問を行った。
・企業や市町から相談を受けた案件のう
ち、庁内で横断的に対応の必要のあるも
のは、サポートチームにより対応した。

庁内で横断的
に議論必要が
ある案件につ
いては、産業
立地サポート
チームとして
連携しながら
対応する必要
がある

特になし 【変更なし】 23,638

産
業
立
地
課

情報通
信業の
県内立
地促進
事業

県内への新規
立地の促進

デジタル社会の進展に伴
い、情報通信業の重要性
が高まることから、その
立地促進に向けた支援策
を講じることで、本県に
おける情報通信業の振興
を図る。

県内へオフィス
を設置する情報
通信業者へのア
プローチ件数
：３５件

県内へオフィス
を設置する情報
通信業者：２者

○ D －

県内へオフィスを設置する情報通信業者
へのアプローチ件数：105件

県内へオフィスを設置した情報通信業者
：０者

・県外の事業者に対し、支援制度の案内
を行った。

支援制度の周
知や誘致活動
が十分でな
かったため、
令和5年度中
の進出に至ら
なかった

特になし

令和５年度に
滋賀県への
立地を検討
いただいた
企業に対し、
引き続きアプ
ローチすると
ともに、約
20,000社
へのフォーム
マーケティン
グによる県内
立地に関心
のある企業
の洗い出しや
個別相談会
等により、効
率的・効果的
な誘致活動
を行う。

0

産
業
立
地
課

地場産
業「近
江のデ
ザイ
ナー」
マッチ
ング育
成事業

県内地場産事
業者の製品開
発・販路開拓を
支援すること
のできる専門
家（近江のデザ
イナー）の育成

地場産業事業者と専門家
（近江のデザイナー）の
マッチング、伴走支援お
よび製品開発等に要する
経費の一部を助成するこ
とで地場産業等の製品開
発・販路開拓を継続的・発
展的に支援する。

製品開発・販路
開拓の数
：６件

－ A － 製品開発・販路開拓の数：７件

製品開発・販
路開拓に対す
る取組段階が
各社様々であ
る。

いくつかの
製品企画案
から試作品
を選定し、試
販に取り組
みたい。

各事業者の
取組を進め
るため、個
別ミーティ
ングの回数
を増

6,464

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課

段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

施策４「産業分野別の取組」関係
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段階
評価
（ＡＢ
Ｃ
Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　取組の成果

数値目標の達成状況、定性目標の場合の段階
評価の説明等(施策の利用者に対してどのよ
うな成果や効果があったか)

実施後の
課題

施策利用者
の具体的な
声・意見等

事業の評価
R６年度事
業との事業
内容の相違
点および

課題改善点

R5年度
決算額

(単位：千
円)

担
当
課

ア
ウ
ト
カ
ム
目
標

事業名 事業の目的
令和５年度の

具体的取組内容

事業の目標
（数値目標また
は定性目標）

アウトカム目標
に下線

近江の
地域産
業振興
総合支
援事業

本県の優れた
地域資源であ
る地場産業等
の競争力を高
め、地域経済お
よび地域社会
の発展に寄与
するため、時代
の変化に適合
する新たな取
り組みを総合
的、継続的に支
援。

地場産業組合等が実施す
るブランド力の向上、後
継者育成、海外展開や販
路拡大等の戦略的な取り
組みを支援する。

商品開発や販路
開拓に取り組ん
だ事業者の数
：８件

－ B B
商品開発や販路開拓に取り組んだ事業
者の数
：６件

円安の影響に
より、海外展
開戦略に係る
事業者負担が
増した。

海外展示会
で取引まで
繋がり、次年
度以降も引
き続き海外
展開にチャレ
ンジしたい。

補助対象事
業の見直し
と上限額を
設定

12,728

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
課

ここ滋
賀推進
事業
(事業
者等連
携強化
事業)

県内事業者が
「ここ滋賀」や
首都圏で行うイ
ベント等を支援
することで、県
内事業者との
連携を強化す
る。

県内事業者が「ここ滋賀」
で行う展示会や即売会の
開催支援を通じて、首都
圏における滋賀ファンの
獲得や関係人口の創出を
行う。

民間企業・団体
の企画催事件数
：年間75件

出品事業者満足
度
：80%

○ A B

・民間企業・団体の企画催事件数
：65件/年

・出品事業者満足度：82.4%

県内事業者の
満足度向上に
向けた「ここ
滋賀」の現状
のフィード
バックが求め
られており、
手法などの検
討が必要であ
る。

展示会や即
売会などの
開催支援が
あるとここ滋
賀でのイベン
ト実施に前向
きに取り組
める。
支援継続・支
援充実を期
待したい。

予算拡充の
上、更なる
県内事業者
にとって活
用しやすい
情報発信拠
点「ここ滋
賀」となる
様に連携強
化を図る。

4,000

観
光
振
興
局

シガリ
ズム魅
力向
上・発
信事業

観光地を単に巡
るだけでなく、滋
賀の自然に触れ、
滋賀に暮らす
人々と出会い、交
流することで、
ゆっくり、ていね
いに暮らしてき
た滋賀の時間の
流れ、暮らしに息
づく生活文化、営
み、歴史、伝統な
どをより深く体
験・体感し、心の
リズムをととのえ
ることができる
新たなツーリズム
を「シガリズム」と
して推進する。

県内各地で「体験・体感」
をキーワードとした滋賀
ならではの旅「シガリズ
ム」を創出するため、地域
で観光素材の掘り起こし
や魅力分析、磨き上げに
よる魅力向上と創出を行
うとともに、ターゲットに
応じた戦略的な情報発信
やプロモーションを実施
することにより、観光誘
客につなげる。

新たに創出され
た観光コンテン
ツ
：64件

－ A B
新たに創出された観光コンテンツ
：64件

体験コンテン
ツをびわこビ
ジターズ
ビューローの
WEBサイト上
で販売してい
るが、さらな
る販売力の強
化が必要。

滋賀ならで
はの体験が
できるという
意見がある
が、一方で、
体験の設定
日が少ない
との意見も
見られた。

・大阪・関西
万博や国ス
ポ・障スポ大
会を見据え、
「（仮称）シガ
リズム観光誘
客キャンペー
ン」を展開し、
プロモーショ
ンを強化す
る。
・シガリズム
体験の拡大
のため、大手
OTA等と連
携して販売力
を強化する。

81,328

観
光
振
興
局
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